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A．研究目的 

本研究の目的は、①補装具費支給事務の円滑な運

用への提言を行い、②補装具の種目構造等を整理・

明確化するとともに、③基準額算定のための評価手

法の開発を行うこと、である。補装具費支給制度に

おいて、補装具の購入や修理を行う決定権は市町村

にあるが、専門的な知識を必要とすることから購入

や修理決定を判断するため、事務取扱指針の中では、

ア．更生相談所による直接判定に基づき市町村が決

定するもの、イ．補装具費支給意見書による更生相

談所の文書判定に基づき市町村が決定するもの、ウ．

補装具費支給意見書により市町村が判断し決定する
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もの、エ．身体障害者手帳により市町村が必要な補

装具であることを確認し決定するものに分けられて

いる。 

そこで、事務取扱指針に沿って、更生相談所およ

び、市町村へのアンケート調査を行った。今回得ら

れた回答の分析を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

補装具費支給に携わる全国の更生相談所と市町村

に対して、補装具費支給の実態を把握するための調

査票を作成しアンケート調査を行った。調査の方法

は 

１） 更生相談所に対するアンケート調査 

総合支援法で身体障害者を対象とする補装具は12

種目であるが車椅子をオーダーメイドとレディーメ

イドで区別したため、今回の種目では 13 種目として

扱っている。事務取扱指針の中で購入決定する際に、

ア．更生相談所による直接判定に基づき市町村が決

定するもの、イ．補装具費支給意見書による更生相

談所の文書判定に基づき市町村が決定するものにつ

いて実態を聞く設問を用意した。また、市町村が補

装具費支給意見書や身体障害者手帳により判断し決

定しているものについては、必要に応じて市町村が

更生相談所に意見を求めているかを問う設問を用意

した。さらに、平成 30 年度から借受けの運用も始ま

ったことを受け,補装具の判定の際にデモ機を利用し

ているかの設問も設けた。 

身体障害者更生相談所 77 ヶ所に対しては、令和元

年9月末に調査票を送付し、11月末を締切りとした。

締切の時点での回収率が70％程度であったことから

督促状を送り、90.9％（70/77）の回収率となった。 

２） 市町村に対するアンケート調査 

更生相談所への調査票と同様、総合支援法で身体

障害者を対象とする補装具を 13 種として設定し、障

害児に限るとされている４種を加え、設問を用意し

た。 

主に、更生相談所との連携について着目し、補装

具の申請受付した際に更生相談所へ判定依頼をして

いるか、補装具支給意見書を省略できるとしている

種目について補装具支給意見書を求めているか否か、

についての設問を用意した。 

全国の市町村 1743 件に対して令和元年 10 月末に調

査票を送り、12月末を締切とした。44.9％（783/1743）

の回収率であった。 

３）集計方法 

総合支援法で扱う身体障害者対象の補装具は、事

務取扱指針で示しているそれぞれの種目の判定のあ

り方から 13 種類を、直接判定がよいとされている種

目（義肢、装具、座位保持装置、電動車椅子）、文

書判定が主とされている種目（補聴器、オーダーメ

イド車椅子、重度障害者用意思伝達装置）、市町村

が支給決定して差し支えないとされている種目（義

眼、眼鏡、レディーメイド車椅子、歩行器、盲人安

全つえ、歩行補助つえ）の 3つに分け集計した。 

 

（倫理面への配慮） 

調査票には、個人を含まないため「非該当」と判

断した。また、提示すべき利害関係はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

（１） 直接判定が主とされている種目について 

更生相談所による直接判定が望ましいとされてい

る種目については、回答のあった更生相談所のほぼ

5割が必要に応じて直接判定と文書判定を使い分け

ており、残り5割について種目による差がみられた。 

義肢、装具、座位保持装置は全て直接判定が 2割

から 3割程度、文書判定が 1割から 2割 5分程度で

あった。これに対し、電動車椅子に関しては、4割

強が全て直接判定で対応しており、全て文書判定で

対応しているところは 1割以下と少なかった。 

 

（２） 文書判定が主とされている種目について 

更生相談所では、補聴器と重度障害者用意思伝達

装置について、全て文書判定で対応していると必要

に応じて直接判定と文書判定を使い分けているが

半々となっていた。ところが、車椅子（オーダーメ

イド）に関しては、全て文書判定で対応していると



 

 

ころが 4 割程度と少なく、必要に応じて直接判定と

文書判定を使い分けているところが6割と多かった。 

 

直接判定が主とされている種目と文書判定が主と

されている種目について、市町村が申請受け付けた

際の更生相談所への判定依頼は、5 割が申請全てに

対して判定依頼を出していた。1 割が一定期間以上

経った場合に判定依頼を出し、残り 4 割が完成用部

品や構造、種目の変更、耐用年数を経過していない

とき等であった。 

 

（３） 市町村が支給決定して差し支えないとされて

いる種目 

更生相談所が求められている市町村から技術的助

言は、全ての種目について半数の更生相談所が技術

的助言を求められていた。しかし、技術的助言を求

められないとの回答も 1 割から 2 割程度あった。ま

た、文書判定は全ての種目で、直接判定は盲人安全

つえを除く種目で症例があった。 

市町村は補装具費支給意見書の提出を求めている

かとの設問に対し、義眼、眼鏡、車椅子（レディー

メイド）、歩行器は、約 7 割程度の市町村が補装具

費支給意見書を求めているとの回答をしているが、

盲人安全つえと歩行補助つえに関しては、2 割の市

町村にとどまった。 

 

（４）デモ機を使った部品選択 

補装具費支給の要否を判定する際に、デモ機等の

試用は、義肢、装具、座位保持装置、電動車椅子、

補聴器、車椅子（オーダーメイド）、重度障害者用

意思伝達装置について、おおよそ 5 割の更生相談所

がデモ機を用いた部品選択を行っていた。また、デ

モ機を用いた部品選択を行っている更生相談所の 8

割から 9 割が製作事業者が用意したデモ機を試用し

ていた。 

 

Ｄ．考察 

更生相談所が申請者の来所により判定を行うよう

に記載されている種目の中で、他の種目と比べ、電

動車椅子だけが全て文書判定を行うと回答していた

更生相談所が少なく、全て直接判定を行うと回答の

あったものが多かった。他の種目の判定より、より

慎重を期していることがうかがえる。 

文書判定が主とされている種目について、車椅子

（オーダーメイド）だけが「全て文書判定」4 割、

「必要に応じて直接判定か文書判定を使い分けてい

る」6割、と直接判定を意識した回答になっていた。

車椅子（オーダーメイド）については直接判定が必

要であると考える更生相談所が多いことが分かった。 

更生相談所の判定を要さず、市町村が決定して差

し支えないとしている種目について、市町村に更生

相談所へ技術的助言を求めているかの設問では、全

ての種目の約半数が意見を求めているとの回答があ

った。更生相談所は、全ての種目について市町村か

ら技術的助言を求められる可能性があり、全ての種

目について技術的助言が出せる体制が必要であると

いえる。 

更生相談所では、義肢、装具、座位保持装置、電

動車椅子、補聴器、車椅子（オーダーメイド）、重

度障害者用意思伝達装置の種目に関して更生相談所

の約半数がデモ機を使った部品選択をおこなってい

た。その 8割から 9割が製作事業者がデモ機を用意

していた、事業者の負担が大きくなっていることが

うかがえる。デモ機の試用と借受けの住み分けの検

討が必要になってきている。 

 

Ｅ. 結論 

市町村からは補装具の種目全般に対して更生相談

所へ技術的助言を求めており、求めるスキルは、補

装具全種目が対象になることが分かった。その中で

更生相談所は、電動車椅子と車椅子（オーダーメイ

ド）についてより慎重な対応をしているところが多

いことが分かった。 

また、更生相談所の半数がデモ機を使って判定を

進めていることが分かった。借受けの利用も検討し

ていく必要が出て来ると考えられる。 
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